
 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

減免を受けるためには、納税者ご本人からの申請が必要です。 

該当する方は、東京ゼロエミ住宅認証書、東京ゼロエミ住宅設計確認書、 

その他の必要書類を添えて、所管の都税事務所 （都税支所)・支庁に 

申請してください。 

減免の手続きや不動産取得税の内容については、申請先へお問い合わせください。 

 

 東京ゼロエミ住宅の新築に対する 

不動産取得税(家屋)の減免制度のご案内 

減免の要件 

減免される税額 

減免を受けるための手続き 

令和６年 9 月作成 

 東京ゼロエミ住宅については、 

東京都環境局のＨＰ 

をご確認ください。 

 東京ゼロエミ住宅 検 索 

東京ゼロエミ住宅について 

この他にも、耐震化促進税制等、住宅を新築したときに軽減を 

受けられる場合があります。 

詳しくは主税局ＨＰをご確認ください。 

主税局 住宅新築 検 索 

住宅を新築したときの軽減制度について 

2030 年カーボンハーフの実現に向け、断熱・省エネ性能の高い東京ゼロエミ住宅の普及を税制面から支

援するため、減免の要件を満たす東京ゼロエミ住宅を新築した場合、不動産取得税の減免を受けることがで

きます。 

※ 令和６年９月 30 日以前に設計確認申請が行われた東京ゼロエミ住宅については、要件等が異なります。 

詳しくは主税局 HP をご確認ください。 

 

次の（１）及び（２）に該当する場合、東京ゼロエミ住宅（※）の新築に係る不動産取得税が減免されます。 

（１）住宅に係る要件  

 
▢ 令和６年 10 月１日から令和 11 年３月 31日までの間に「東京ゼロエミ住宅の認証に関する要綱」に

基づく設計確認申請が行われていること 

（２）取得者に係る要件  

 
▢ 新築において、最初の不動産取得税の課税対象となっていること 

（１）取得した住宅が水準 A に該当する場合  住宅に係る不動産取得税の 10割 

（２）取得した住宅が水準 B に該当する場合  住宅に係る不動産取得税の８割 

（３）取得した住宅が水準 C に該当する場合  住宅に係る不動産取得税の５割 

  （※）東京ゼロエミ住宅指針第３に規定する水準Ａ、水準 B 又は水準Ｃのことを指します。 

（※）東京ゼロエミ住宅普及促進事業助成金交付要綱の助成対象のものに限ります。 

令和６年 10 月１日以降に 

設計確認申請をされた方向け 

申請先・お問い合わせ先は 

こちらから 

主税局ホームページ 

「都税事務所等一覧」 



 

 受付印

日月

用　　途

宛
都税事務所長

東京都

(1-提出用、控用)

納税義務者

住       所

電 話 番 号

 次のとおり減免を受けようとする理由を証明する書類を添付して申請します。

氏名(名称)

不 動 産 取 得 税 減 免 申 請 書

納税通知書番号年

地積・価格

用　　途

円

㎡

円

地　　目

支　 庁 　長

土

地

所　　　　　　　　在 地　　番

㎡

㎡

   ふ り が な

㎡

所　　 　在　　 　地 家屋番号 種　類

年

住宅を取得したため。

家

屋

減
免
を
受
け
よ
う
と
す
る
具
体
的
な
理
由

月取得年月日 土地 月 日

都税条例施行規則
第47号様式 (条例第48条の9関係)

備考 1 この申請書は、条例第48条の9の規定の申請に用いてください。
　　 2 減免を受けようとする理由を証明する書類を添付してください。
　　 3 控に受付印が必要な方は、2部印刷し、切手を貼った返信用封筒を添えて提出してください。

円

摘

要

【添付書類】

□ 東京ゼロエミ住宅認証書

□ 東京ゼロエミ住宅設計確認書

□（異なる水準の住戸を有する共同住宅の場合）

東京ゼロエミ住宅工事完了検査申請書

□ その他(                   )

円

家屋 日年

床面積・価格構　造

　　　年　月　日に設計確認申請を行った東京ゼロエミ


